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１．計画の基本的事項 

(1) 計画の基本的な考え方 

急速に少子高齢化が進む中、団塊の世代が75歳以上となる2025年の超高齢社会の到来を見据え、

県民が、医療や介護が必要な状態となっても、可能な限り住み慣れた地域で安心して日常生活を継

続することができる社会を実現していくことは喫緊の課題である。 

高齢化の進展に伴う慢性疾患の増加により疾病構造が変化する中、医療ニーズについては、病気

と共存しながら、生活の質（ＱＯＬ）の維持・向上を図っていく必要性が高まっている一方で、介

護ニーズについても、医療ニーズを併せ持つ重度の要介護者や認知症高齢者が増加するなど、医療

及び介護の連携の必要性が高まってきている。 

こうした中で、高度急性期から在宅医療・介護までの一連のサービスを地域において総合的に確

保するため、国が策定した「地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針」

を踏まえ、市町村や関係機関等と連携・協力しながら地域医療介護総合確保基金を活用し、医療及

び介護サービスの提供体制を計画的かつ総合的に整備していく。 

 

 

 

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定 

栃木県における医療介護総合確保区域は、次のとおりとする。 

 県北地域   大田原市、矢板市、那須塩原市、さくら市、那須烏山市、塩谷町、高根沢町、 

       那須町、那珂川町 

 県西地域   鹿沼市、日光市 

 宇都宮地域  宇都宮市 

 県東地域   真岡市、益子町、茂木町、市貝町、芳賀町 

 県南地域   栃木市、小山市、下野市、上三川町、壬生町、野木町 

 両毛地域   足利市、佐野市 

☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ 

☐２次医療圏及び老人福祉圏域と異なる 

（異なる理由：                                ） 
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(3) 計画の目標の設定等 

栃木県全体 

【計画期間：令和３（2021）年度】 

○ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

栃木県地域医療構想における将来の医療需要の推計や地域医療構想調整会議での協議を踏ま

えながら、回復期病床への機能転換及び急性期病床等の用途変更など、医療機関の機能分化・連

携を推進する。 

なお、令和３年度基金を活用して実施する事業は、病床の機能分化・連携の必要性に関する理

解促進事業などのソフト事業であり、2025年に向けて充実が必要とされている回復期病床の整備

等については、過年度の計画に位置付けた上で事業を実施している。 

（整備目標病床数） 

・回復期病床   1,725床（R2.7.1） →  2,025床（R4.7.1）→  2,117床（R5.7.1） 

         →2,027床（R6.7.1） 

・急性期病床等※１ 15,043床（R2.7.1） → 14,563床（R4.7.1）→ 14,718床（R5.7.1） 

→ 14,506床（R6.7.1）※２ 

※１ 高度急性期病床、急性期病床及び慢性期病床 

※２ R3～R6における削減数 752床（回復期病床への転換240床、用途変更512床） 

〔参考〕 

・地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量（栃木県全体） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

1,728床 5,385床 5,179床 3,166床 

・病床機能報告における令和２（2020）年７月１日時点の医療機能ごとの病床数（栃木県全体） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 

3,114床 7,782床 1,725床 4,147床 374床 
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○ 居宅等における医療の提供に関する目標 

さまざまな病気や障害を抱えていても、住み慣れた地域で自分らしい尊厳ある暮らしを安心し

て送れるよう、在宅医療サービスの基盤整備及び医療・介護・福祉関係機関の連携を推進し、地

域の実情に応じた在宅医療提供体制の充実を図る。 

 

・訪問診療を実施する診療所、病院数  277施設(H31) → 279施設(R4) → 280施設(R5) 

・訪問看護ステーションに勤務する看護師数(常勤換算・65 歳以上人口 10 万対） 

          108人(R1) → 119人(R4) → 167人(R5) 

・訪問歯科診療を実施する歯科診療所数  227施設(H31) → 275施設(R4) → 287施設(R5) 

・訪問薬剤指導を実施する薬局数   240施設(R2) → 272施設(R4) → 317施設(R5) 

・在宅ターミナルケアを受けた患者数 122人／月(H31) → 172人／月(R4) → 185人／月(R5) 

・介護支援連携指導を受けた患者数 609人／月(H31) → 821人／月(R4) → 873人／月(R5) 

・市町における「医療と介護の連携」に係る取組実施率 

           90.0％(R1) → 94.7％(R3) 

・短期入所事業所（医療型）    ６箇所（R元年度）→８箇所（R５年度） 
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○ 医療従事者の確保に関する目標 

医療施設に従事する主な医療従事者の人口10万人当たりの人数をみると、医師、就業看護師を

はじめ概ね全国平均を下回っている。今後2035年をピークに医療需要が増加すると推計されてお

り、将来の医療需要に対応した医療提供体制を構築するため、医療従事者の確保・養成に取り組

む。 

 

・県内病院に勤務する医師数（常勤）   3,010人（R3.4.1）→ 3,050人（R4.4.1） 

                     →3,174人（R5.4.1） 

・県内病院に勤務する女性医師数（常勤）  673人（R3.4.1）→ 691人（R4.4.1） 

・分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数  127人（R3.4.1）→ 128人（R4.4.1） 

・総合周産期母子医療センター等に勤務する小児科医師数（常勤） 

124人（R3.4.1）→ 127人（R4.4.1） 

                       →128人（R5.4.1） 

・県内病院に勤務する小児科医師数（常勤） 155人（R3.4.1）→170人（R4.4.1） 

→175人（R5.4.1）                    

・県内の精神科病院に勤務する医師数（常勤換算） 

           231人（R2.10.1）→ 233人（R3.10.1） 

・就業看護師数（人口10万人当たり）   916.2人（R2年）→ 963.8人（R4年） 

・就業助産師数（人口10万人当たり）    28.7人（R2年）→  29.2人（R4年） 

・看護職員の離職率 

       9.3％（R2年度）→ 9.2％（R3年度）→9.3％（R4年度） 

・県内認定看護師数       276人（R3.2月）→ 284人（R3年度） 

                     →297人（R5年度） 

・特定行為研修修了者のうち県内就業者数   76人（R2.10月）→ 86人（R3年度） 

・看護師、准看護師養成所卒業生の県内定着率（大学・短大を除く） 

           77.8％（R2年度）→ 78.0％（R3年度） 

・看護師等養成所卒業生の県内定着率     66％（R3年度）→ 68％（R4年度） 

・県内養成所の看護師国家試験合格率   89.5％（R3.3月）→ 90.5％（R4.3月） 

・県内養成所の栃木県准看護師試験合格率  98.9％（R3.3月）→ 99.0％（R4.3月） 

・就業歯科衛生士数       1,878人（H30.12月）→2,000人（R4.12月） 
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○ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する目標 

医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始（令和６年４月１日）に向け、医療機関におい

ては、勤務する医師の労働時間短縮や健康確保のための措置を講ずる必要があるが、労務管理が

不十分であり、客観的な労働時間管理が行われていない医療機関も一定程度存在しているところ

である。勤務医の働き方改革を推進するため、労務管理の徹底及び勤務医の負担軽減・処遇改善

等に資する取組を支援していく。 

 

・客観的な労働時間管理方法を導入している病院の割合 

 62.3％（R3.3.31）→ 82.0％（R4.3.31） 

 

 

○ 介護施設等の整備に関する目標 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期介護保険事業支援計画等において予定している

地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

・認知症高齢者グループホーム         54床（３箇所） 

【2,520床（184箇所）→ 2,574床（187箇所）】 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所      １箇所 

【７箇所 → ８箇所】  
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○ 介護従事者の確保に関する目標 

栃木県においては、2025年度に介護職員の確保（約8,800人）を目標とする。介護人材確保に係

る基盤の整備を行い、介護関係団体、労働関係、教育関係、国、市町等で構成する「栃木県介護

人材確保対策連絡調整会議」を活用して、介護人材確保に向けた取組の推進と連携の強化を図り、

若者から高齢者まで多様な人材の確保による参入促進、資質の向上のための研修の実施や事業所

への支援、定着を促進するために必要な労働環境・処遇の改善の取組を推進する。 

 

【定量的な目標値】 

2025年度の栃木県で必要となる介護人材の確保に向けた取組 

《基盤整備》 

・介護人材確保対策連絡調整会議の開催          開催回数  ３回（ＷＧ２回） 

・とちぎ介護人材育成認証制度の運用            認証事業者数       30事業者 

《参入促進》 

・介護の日イベントの開催                参加者数      約100人 

・介護人材確保対策広報事業               公告媒体掲載回数    10回 

・職場体験事業の実施                  参加者数       120人 

・介護員養成研修受講費用の一部助成           研修受講者数      30人 

・介護人材マッチング強化事業の実施            雇用創出数        80人 

・介護に関する入門的研修の開催経費の助成        実施市町数      15市町 

・とちぎケア・アシスタント導入事業の実施     ケア・アシスタント養成数   50人 

・福祉系高校修学資金貸付事業の実施           新規貸付人数     270人 

・介護分野就職支援金貸付事業の実施           新規貸付人数     200人 

《資質の向上》 

・介護職員のスキルアップ研修の実施           研修受講者数       3,000人 

・介護支援専門員の医療的知識習得のための研修の開催   研修修了者数     300人 

・介護支援専門員研修指導者育成のための養成研修の開催  研修受講者数     100人 

・実務者研修等を受講した際の代替職員に係る人件費の助成 代替職員数       ２人 

・離職者届出制度の運用                 登録者数     延べ600人 

・認知症ケアに携わる医療職・介護職の各種研修実施  研修受講者数    約1000人 

・市民後見人制度普及のための市民講座等の開催      受講者       1,000人 

《労働環境・処遇の改善》 

・社会福祉施設新任職員研修の開催            参加者数       100人 

・医介連携ソフトの講習会開催              参加者数     延べ100人 

・介護施設等管理者研修の開催              参加者数        70人 

・介護ロボット導入経費の一部助成            導入台数        70台 

・ＩＣＴ設備導入経費の一部助成             導入事業所数    ８事業所 

・新型コロナ等に係るかかり増し経費の助成        補助事業所数  延べ92事業所 

・新型コロナ感染防止に係る衛生用品等購入経費の助成   補助事業所数   3,073事業所 

 

  



（令和３年度計画） 

7 

 

 

県北地域 

【計画期間：令和３（2021）年度】 

○ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

（整備目標病床数） 

・回復期病床   321床（R2.7.1） →  377床（R4.7.1） 

・急性期病床等※１ 2,669床（R2.7.1） → 2,585床（R4.7.1）※２ 

※１ 高度急性期病床、急性期病床及び慢性期病床 

※２ R2～R4における削減数 84床（回復期病床への転換56床、用途変更28床） 

〔参考〕 

・地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量（県北地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

232床 830床 922床 501床 

・病床機能報告における令和２（2020）年７月１日時点の医療機能ごとの病床数（県北地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 

424床 1,430床 321床 815床 14床 

 

○ 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していない

ことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

○ 医療従事者の確保に関する目標 

・医療圏内の病院に勤務する医師数（常勤）   367人（R3.4.1）→ 377人（R4.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する女性医師数（常勤）   49人（R3.4.1）→  52人（R4.4.1） 

・医療圏内の分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数  20人（R3.4.1）→  20人（R4.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する小児科医師数（常勤）  21人（R3.4.1）→  23人（R4.4.1） 

※ 上記医師以外の医療従事者については、医療圏ごとの詳細を把握していないことに加え、

全県的な確保を図る必要があり、医療圏ごとの目標を設定していないことから、栃木県全体

の目標に準ずる。 

○ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する目標 

働き方改革については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していな

いことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

○ 介護施設等の整備に関する目標 

現時点では該当なし。 

○ 介護従事者の確保に関する目標 

栃木県全体の目標に準ずる。  
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県西地域 

【計画期間：令和３（2021）年度】 

○ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

（整備目標病床数） 

・回復期病床   102床（R2.7.1） →  120床（R4.7.1） 

・急性期病床等※１ 1,373床（R2.7.1） → 1,329床（R4.7.1）※２ 

※１ 高度急性期病床、急性期病床及び慢性期病床 

※２ R2～R4における削減数 44床（回復期病床への転換18床、用途変更26床） 

〔参考〕 

・地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量（県西地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

105床 459床 358床 272床 

・病床機能報告における令和２（2020）年７月１日時点の医療機能ごとの病床数（県西地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 

139床 826床 102床 408床 38床 

 

○ 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していない

ことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

○ 医療従事者の確保に関する目標 

・医療圏内の病院に勤務する医師数（常勤）    146人（R3.4.1）→ 156人（R4.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する女性医師数（常勤）    32人（R3.4.1）→  35人（R4.4.1） 

・医療圏内の分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数    5人（R3.4.1）→   6人（R4.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する小児科医師数（常勤）    1人（R3.4.1）→   2人（R4.4.1） 

※ 上記医師以外の医療従事者については、医療圏ごとの詳細を把握していないことに加え、

全県的な確保を図る必要があり、医療圏ごとの目標を設定していないことから、栃木県全体

の目標に準ずる。 

○ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する目標 

働き方改革については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していな

いことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

○ 介護施設等の整備に関する目標 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期介護保険事業支援計画等において予定している

地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

・認知症高齢者グループホーム    18床（１箇所）【315床（26箇所）→ 333床（27箇所）】 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所  １箇所【０箇所 → １箇所】 

○ 介護従事者の確保に関する目標 

栃木県全体の目標に準ずる。  
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宇都宮地域 

【計画期間：令和３（2021）年度】 

○ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

（整備目標病床数） 

・回復期病床   486床（R2.7.1） →  570床（R4.7.1） 

・急性期病床等※１ 3,982床（R2.7.1） → 3,854床（R4.7.1）※２ 

※１ 高度急性期病床、急性期病床及び慢性期病床 

※２ R2～R4における削減数 128床（回復期病床への転換84床、用途変更44床） 

〔参考〕 

・地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量（宇都宮地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

437床 1,457床 1,363床 1,167床 

・病床機能報告における令和２（2020）年７月１日時点の医療機能ごとの病床数（宇都宮地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 

499床 2,084床 486床 1,399床 115床 

 

○ 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していない

ことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

○ 医療従事者の確保に関する目標 

栃木県全体の目標に準ずる。 

・医療圏内の病院に勤務する医師数（常勤）    578人（R3.4.1）→ 583人（R4.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する女性医師数（常勤）   105人（R3.4.1）→ 108人（R4.4.1） 

・医療圏内の分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数   19人（R3.4.1）→  19人（R4.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する小児科医師数（常勤）   18人（R3.4.1）→  19人（R4.4.1） 

※ 上記医師以外の医療従事者については、医療圏ごとの詳細を把握していないことに加え、

全県的な確保を図る必要があり、医療圏ごとの目標を設定していないことから、栃木県全体

の目標に準ずる。 

○ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する目標 

働き方改革については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していな

いことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

○ 介護施設等の整備に関する目標 

地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期介護保険事業支援計画等において予定している

地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

 ・認知症高齢者グループホーム  36床（２箇所）【450床（25箇所）→ 486床（27箇所）】 

○ 介護従事者の確保に関する目標 

栃木県全体の目標に準ずる。  
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県東地域 

【計画期間：令和３（2021）年度】 

○ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

（整備予定病床数） 

・回復期病床   59床（R2.7.1） →  69床（R4.7.1） 

・急性期病床等※１ 704床（R2.7.1） → 682床（R4.7.1）※２ 

※１ 高度急性期病床、急性期病床及び慢性期病床 

※２ R2～R4における削減数 22床（回復期病床への転換10床、用途変更12床） 

〔参考〕 

・地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量（県東地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

61床 271床 200床 154床 

・病床機能報告における令和２（2020）年７月１日時点の医療機能ごとの病床数（県東地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 

47床 491床 59床 166床 44床 

 

○ 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していない

ことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

○ 医療従事者の確保に関する目標 

栃木県全体の目標に準ずる。 

・医療圏内の病院に勤務する医師数（常勤）    85人（R3.4.1）→ 90人（R4.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する女性医師数（常勤）   18人（R3.4.1）→ 21人（R4.4.1） 

・医療圏内の分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数  10人（R3.4.1）→ 10人（R4.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する小児科医師数（常勤）   6人（R3.4.1）→  7人（R4.4.1） 

※ 上記医師以外の医療従事者については、医療圏ごとの詳細を把握していないことに加え、

全県的な確保を図る必要があり、医療圏ごとの目標を設定していないことから、栃木県全体

の目標に準ずる。 

○ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する目標 

働き方改革については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していな

いことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

○ 介護施設等の整備に関する目標 

現時点では該当なし。 

○ 介護従事者の確保に関する目標 

栃木県全体の目標に準ずる。  
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県南地域 

【計画期間：令和３（2021）年度】 

○ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

（整備予定病床数） 

・回復期病床   517床（R2.7.1） →  607床（R4.7.1） 

・急性期病床等※１ 4,246床（R2.7.1） → 4,110床（R4.7.1）※２ 

※１ 高度急性期病床、急性期病床及び慢性期病床 

※２ R2～R4における削減数 136床（回復期病床への転換90床、用途変更46床） 

 

〔参考〕 

・地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量（県南地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

687床 1,735床 1,762床 573床 

・病床機能報告における令和元（2019）年７月１日時点の医療機能ごとの病床数（県南地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 

1,964床 1,638床 517床 644床 43床 

 

○ 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していない

ことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

○ 医療従事者の確保に関する目標 

・医療圏内の病院に勤務する医師数（常勤）    1,534人（R3.4.1）→ 1,534人（R4.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する女性医師数（常勤）  420人（R3.4.1）→   423人（R4.4.1） 

・医療圏内の分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数  53人（R3.4.1）→    53人（R4.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する小児科医師数（常勤）  89人（R3.4.1）→    93人（R4.4.1） 

※ 上記医師以外の医療従事者については、医療圏ごとの詳細を把握していないことに加え、

全県的な確保を図る必要があり、医療圏ごとの目標を設定していないことから、栃木県全体

の目標に準ずる。 

○ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する目標 

働き方改革については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していな

いことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

 

○ 介護施設等の整備に関する目標 

現時点では該当なし。 

 

○ 介護従事者の確保に関する目標 

栃木県全体の目標に準ずる。  
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両毛地域 

【計画期間：令和３（2021）年度】 

○ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する目標 

（整備目標病床数） 

・回復期病床   240床（R2.7.1） →  282床（R4.7.1） 

・急性期病床等※１ 2,069床（R2.7.1） → 2,003床（R4.7.1）※２ 

※１ 高度急性期病床、急性期病床及び慢性期病床 

※２ R2～R4における削減数 66床（回復期病床への転換42床、用途変更24床） 

〔参考〕 

・地域医療構想で記載する2025年の医療機能ごとの病床の必要量（両毛地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 

206床 633床 574床 499床 

・病床機能報告における令和２（2020）年７月１日時点の医療機能ごとの病床数（両毛地域） 

高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟等 

41床 1,313床 240床 715床 155床 

 

○ 居宅等における医療の提供に関する目標 

在宅医療については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していない

ことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

○ 医療従事者の確保に関する目標 

・医療圏内の病院に勤務する医師数（常勤）   300人（R3.4.1）→ 310人（R4.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する女性医師数（常勤）   49人（R3.4.1）→  52人（R4.4.1） 

・医療圏内の分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数  20人（R3.4.1）→  20人（R4.4.1） 

・医療圏内の病院に勤務する小児科医師数（常勤）  20人（R3.4.1）→  21人（R4.4.1） 

※ 上記医師以外の医療従事者については、医療圏ごとの詳細を把握していないことに加え、

全県的な確保を図る必要があり、医療圏ごとの目標を設定していないことから、栃木県全体

の目標に準ずる。 

○ 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する目標 

働き方改革については全県的に取組を推進する必要があり、医療圏ごとの目標を設定していな

いことから、栃木県全体の目標に準ずる。 

○ 介護施設等の整備に関する目標 

現時点では該当なし。 

○ 介護従事者の確保に関する目標 

栃木県全体の目標に準ずる。 

 (4) 目標の達成状況 

別紙「事後評価」のとおり。  
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２．事業の評価方法 

(1) 関係者からの意見聴取の方法 

（医療分） 

令和２年３月24日 栃木県医療介護総合確保推進協議会において意見聴取 

令和２年７月～８月 関係団体等から事業アイデアの提案を募集 

令和２年６月～ 

令和３年３月 

医療圏ごとの地域医療構想調整会議において意見聴取 

令和２年８月５日 栃木県医療介護総合確保推進協議会において意見聴取 

令和３年３月24日 栃木県医療介護総合確保推進協議会において意見聴取 

令和３年７月29日 栃木県医療介護総合確保推進協議会において意見聴取 

 

（介護分） 

令和２年３月24日 栃木県医療介護総合確保推進協議会において意見聴取 

令和２年７月～８月 関係団体等から事業アイデアの提案を募集 

令和２年７月３日 栃木県介護人材確保対策連絡調整会議（介護従事者確保分） 

令和２年８月５日 栃木県医療介護総合確保推進協議会において意見聴取 

令和３年３月８日 栃木県介護人材確保対策連絡調整会議（介護従事者確保分） 

令和３年３月24日 栃木県医療介護総合確保推進協議会において意見聴取 

令和３年７月28日 栃木県介護人材確保対策連絡調整会議（介護従事者確保分） 

令和３年７月29日 栃木県医療介護総合確保推進協議会において意見聴取 

 

(2) 事後評価の方法 

計画の事後評価に当たっては、栃木県医療介護総合確保推進協議会で意見を聴きながら評価を行

い、必要に応じて見直し等を行いつつ計画を推進していく。また、各区域の事業については、各地

域医療構想調整会議での意見も参考としていく。 

なお、介護人材確保分は、介護業界と労働、教育、国、市町等で構成された栃木県介護人材確保

対策連絡調整会議と介護業界のコアメンバーによる栃木県介護人材確保対策連絡調整会議ＷＧを

効果的に活用して、新規事業の提案募集や既存事業のＰＤＣＡサイクル等を実施する。 
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３．計画に基づき実施する事業 

事業区分１：地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備

の整備に関する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 

事業名 【医療分No.１】 

医療機能分化・連携推進事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

5,889千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（①は民間事業者に委託、②は栃木県医師会に委託） 

事業の期間 令和３年度、令和５年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域医療構想において必要となる機能区分ごとの病床を確保するため、地

域医療構想調整会議における議論を一層活性化させ、病床の機能転換等を

推進する必要がある。 

アウトカム指標 

・回復期病床 1,725床（R2.7.1）→2,025床（R4.7.1）→2,027床（R6.7.1） 

・急性期病床等 15,043床（R2.7.1）→ 14,563床（R4.7.1） 

→14,506床（R6.7.1）※ 

事業の内容 ① 地域医療構想の達成に向けて医療機関の経営戦略の見直しを具体化す

るための医療データ活用セミナーの開催 

② 地域医療構想調整会議の議長等を対象とする研修会の開催 

③ 地域医療構想の達成に向けた地域医療構想アドバイザーの活動支援 

④ 回復期以外の病床数を減少させ、他の施設に用途変更する際に必要な

施設整備費及び設備整備費を支援する。《R5》 

アウトプット指標 ① セミナーの開催回数   医療圏ごとに１回 

② 研修会の開催回数    １回 

③ 地域医療構想会議の開催回数 医療圏ごとに年４回 

④ 病床削減を伴う用途変更に係る施設・設備整備 ５施設 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

経営診断及び説明会等の開催を支援することにより、病床機能分化・連携

の必要性に関する理解促進を図り、地域医療構想の達成につなげる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 5,889千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 800千円 

 基金充当額(A+B) 5,889千円 民 3,126千円 

  国(A) 3,926千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 1,963千円 

 その他(C) 0千円   3,126千円 

備考（注３） 令和３年度   10千円（   10,350円） 

令和５年度 5,879千円（5,879,232円） 
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事業の区分 １．地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に関する

事業 

事業名 【医療分No.２】 

脳卒中急性期医療連携強化による機能分

化事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

149千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県 

事業の期間 令和３年度、令和５年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

脳血管疾患の年齢調整死亡率が全国平均より高い状況が続き、脳卒中患者

の緊急搬送も増加傾向にある中、脳卒中の発症後、早期に適切な診断・治

療を提供できる医療機関に地域偏在があることが課題となっている。 

また、脳卒中患者のリハビリテーションや在宅復帰に向けた回復期医療を

担う医療機関にも地域偏在があることから、その整備を進めるとともに、

急性期、回復期、更には在宅医療までの切れ目のない連携体制を構築する

必要がある。 

アウトカム指標 

・回復期病床   1,725床（R2.7.1）→  1,845床（R4.7.1） 

・急性期病床等 15,043床（R2.7.1）→ 14,743床（R4.7.1）※ 

※回復期病床への転換120床、病床削減180床 ⇒ △300床 

《R5》栃木県の１０万人あたりの脳卒中（脳血管疾患）死亡率 

（栃木県人口動態統計（確定数）の概況） 

令和４年 111.9人 → 令和５年 105人 

事業の内容 関係者による連携会議の開催 

※モデル地域において、脳卒中専門医がいない病院においても、ＩＣＴを

活用した遠隔医療システムによる診断補助を受けることで早期に適切な

診断・治療を実施できる体制整備を促進するとともに、連携のあり方検

討や事業効果の検証を実施 

アウトプット指標 《R3》ネットワーク参加医療機関数：３施設 

《R5》ネットワーク参加医療機関数：５施設 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

脳卒中に関する医療連携ネットワークを構築し、脳卒中発症者に対して

早期に適切な診断・治療を提供できる体制を整備することで、患者の予後

向上や在院日数短縮が図られ、急性期病床の効率的な運用が可能となり、

回復期医療を担う病床への機能転換が促進される。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 149千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 99千円 

 基金充当額(A+B) 149千円 民 0千円 

  国(A) 99千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 50千円 

 その他(C) 0千円   0千円 

備考（注３） 令和３年度   66千円（  65,618円） 
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令和５年度    83千円（  82,800円） 
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事業区分２：居宅等における医療の提供に関する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【医療分No.３】 

在宅医療提供体制確保事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

29,595千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ①栃木県 

②在宅医療において積極的な役割を担う医療機関 

③栃木県（栃木県医師会に委託） 

④栃木県看護協会 

⑤郡市医師会 

事業の期間 令和３年度、令和４年度、令和５年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢化の進展や地域医療構想による病床の機能分化・連携により生じる在

宅医療の需要に対応するため、在宅医療提供体制を確保する必要がある。 

アウトカム指標： 

・訪問診療を実施する診療所、病院数 

277施設(H31) → 279施設(R4)→ 280施設(R5) 

・訪問看護ステーションに勤務する看護師数(常勤換算・65 歳以上人口 10 万対） 

108人(R1) → 119人(R4) → 167人(R5) 

・訪問歯科診療を実施する歯科診療所数 

227施設(H31) → 275施設(R4) → 287施設(R5) 

・訪問薬剤指導を実施する薬局数 

240施設(R2) → 297施設(R5.3.31) → 317施設(R6.3.31) 

・在宅ターミナルケアを受けた患者数 

122人／月(H31) → 172人／月(R4) → 185人／月(R5) 

・介護支援連携指導を受けた患者数 

324人／月(R3) → 609人／月(R5) 

事業の内容 ①在宅医療推進協議会開催事業《R3》 

②在宅医療設備整備支援事業《R3、R4、R5》 

在宅医療の充実強化に寄与する医療機関に対して、訪問診療、訪問歯

科診療等に要する設備整備費を補助する。 

③在宅医療連携体制強化研修開催事業《R3、R4、R5》 

在宅医療提供体制の強化や質の向上を図るための在宅医療の機能別研

修会の開催や医療的ケアのスキル向上研修会を開催する。（令和３年度

は、ＡＣＰの具体的な実践やコロナ禍における在宅医療のオンライン診

療等ＩＣＴの活用等をテーマとして実施） 

④在宅医療地域連携体制構築事業《R3》 
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在宅医療に係る機関の円滑な連携による切れ目のない継続的な医療提

供体制の構築に向けた委員会の設置、人材育成のための研修会及び医

療・介護相互理解促進のための交流会の開催に要する経費を補助する。 

⑤在宅医機能強化支援事業《R3》 

在宅医療に携わる医師の確保を図るための研修会開催や病院、診療所

それぞれの在宅医療における役割分担や協力体制を構築するための連絡

会の開催に要する経費を補助する。 

アウトプット指標 《R3》 

①在宅医療の設備整備を行う医療機関数 12施設 

②在宅医療連携体制強化研修の受講者数 250名 

③在宅医療地域連携体制構築に係る研修会を行う看護協会地区支部数 

７支部（全支部） 

④在宅医療医師向け研修会及び病診連絡会を行う郡市医師会数 

６郡市医師会（全二次医療圏） 

《R4》 

①在宅医療連携体制強化研修の受講者数：250名 

②在宅医療地域連携体制構築に係る研修会を行う看護協会地区支部数： 

７支部（全支部） 

③在宅医療医師向け研修会及び病診連絡会を行う郡市医師会数： 

６郡市医師会（全二次保健医療圏） 

《R5》 

①在宅医療の設備整備を行う医療機関数：12施設 

②在宅医療連携体制強化研修の受講者数：250名 

③在宅医療地域連携体制構築に係る研修会を行う看護協会地区支部数： 

７支部（全支部） 

④在宅医療医師向け研修会及び病診連絡会を行う郡市医師会数： 

６郡市医師会（全二次保健医療圏） 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

2025年に向けた在宅医療提供体制の構築のため、実施体制の強化、多職種

連携の推進及び在宅医療の質の向上を図ることにより、県保健医療計画に

沿った在宅医療提供体制の整備を図る。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 29,595千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 179千円 

 基金充当額(A+B) 19,010千円 民 12,494千円 

  国(A) 12,673千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 6,337千円 

 その他(C) 10,585千円   5,212千円 

備考（注３） 令和３年度 9,417千円（9,417,079円） 

令和４年度 9,310千円（9,321,818円、返還金▲12,222円） 

令和５年度  283千円（283,222円） 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【医療分No.４】 

在宅医療推進支援センター事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

1,525千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ①、②栃木県 

③栃木県（郡市医師会に委託） 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

地域の実情に応じた在宅医療提供体制を構築するためには、各市町におけ

る在宅医療・介護連携推進に係る取組への支援、後方支援体制の整備、退

院支援の枠組みづくり、本人が望むより良い人生の最後を迎えるために必

要な医療・ケアに関する意思決定に係る啓発等を行う必要がある。 

アウトカム指標： 

市町における「医療と介護の連携」に係る取組実施率※ 

90.0％(R1) → 94.7％(R3) 

※保険者機能強化推進交付金に係る評価指標 

事業の内容 ① 在宅医療圏ごとの連絡会議の開催等 

② 在宅医療市町担当者研修会の開催 

③ 人生会議（ＡＣＰ）に係る県民や専門職向け普及啓発（令和３年度

は、各在宅医療圏において県民等を対象とした研修会を実施） 

アウトプット指標 ① 連絡会議の開催・参画数    11回（全在宅医療圏） 

② 市町担当者研修会の参加市町数 25市町（全市町） 

③ 人生会議（ＡＣＰ）に係る在宅医療圏ごとの研修会の実施回数 ５回 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

連絡会議や研修会の開催などを通じ、市町が実施する在宅医療・介護連携

推進に係る取組を促進することで、地域の実状に応じた在宅医療提供体制

の構築を進める。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 1,525千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 786千円 

 基金充当額(A+B) 1,525千円 民 230千円 

  国(A) 1,016千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 509千円 

 その他(C) 0千円   230千円 

備考（注３） 令和３年度 1,525千円（1,525,280円） 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【医療分No.５】 

訪問看護提供体制確保事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

30,978千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ①訪問看護ステーション事業所 

②栃木県（訪問看護ステーション事業者に委託） 

③、④栃木県（栃木県訪問看護ステーション協議会に委託） 

事業の期間 令和３年度、令和４年度、令和５年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

訪問看護は在宅医療を実施する上で重要な資源であるが、栃木県の「人口

10万人当たりの訪問看護ステーション数」は全国最下位であり、また、「人

口10万人当たりの訪問看護職員数」も全国下位の状況が続いている。そこ

で、今後見込まれる在宅医療の需要増大に備えるため、訪問看護提供体制

を確保する必要がある。 

アウトカム指標： 

《R3》 

・訪問看護ステーションに勤務する看護師数(常勤換算・65 歳以上人口 10 万対) 

108人（R1） → 119人（R4） 

《R4》 

・訪問看護ステーションに勤務する看護師数(常勤換算・65歳以上人口10万対) 

126人(R2) → 176人(R5) 

《R5》 

・訪問看護ステーションに勤務する看護職員数(常勤換算・65歳以上人口10万対） 

151人(R4) → 167人(R5) 

事業の内容 ①訪問看護ステーション設備整備支援事業《R3、R4、R5》 

・訪問看護ステーション等の新設に係る設備整備費を補助する。 

・既存の訪問看護ステーションが機能強化型訪問看護管理療養費Ⅰ又は

Ⅱを取得するために必要な設備整備費を補助する。 

②訪問看護教育ステーション事業《R3、R4、R5》 

・教育ステーションにおいて、地域の特性を生かした情報交換の場の設

定のほか、職場体験研修や相談対応、勉強会等を実施する。 

③訪問看護普及啓発事業《R3》 

・訪問看護の好事例等を共有する検討会を開催し、訪問看護の普及啓発

ツールを開発するとともに、医療介護関係者や看護学生、県民等を対

象とした各種会議や研修会等でツールを活用した普及啓発を行う。 

④訪問看護ステーションサポート事業《R3》 

・訪問看護事業所の経営能力強化や運営安定化を図るための研修会を開

催するほか、面接相談を実施する。 

・事業所職員の育成や組織作り等に関するマニュアル等作成のための

ワークショップを開催する。 
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アウトプット指標 《R3》 

①設備整備支援事業により新設又は大規模化する施設数 ７施設 

②教育ステーションの設置数 ６箇所（全二次保健医療圏） 

③ツールを活用した訪問看護普及啓発のための研修・講演等の実施数 ３回 

④経営能力強化・運営安定化を図るための研修会の参加者数 150人 

経営相談窓口の利用事業所数 18事業所（R2年度新規開設事業所数） 

《R4》 

①設備整備支援事業により新設又は大規模化する施設数：７施設 

②訪問看護普及啓発のための普及啓発活動の実施数：５回 

③経営能力強化・運営安定化を図るための研修会の参加者数：149人 

経営相談窓口の利用事業所数：21事業所（R3年度新規開設事業所数） 

《R5》 

①設備整備支援事業により新設又は大規模化する施設数：７施設 

②教育ステーションの設置数：６箇所（全二次保健医療圏） 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

訪問看護事業所の設置及び大規模化の促進、地域ごとの事業所の連携強化、

住民等の理解促進、事業所の経営支援を行うことにより、質の高い訪問看

護師を増やし、訪問看護提供体制の整備を図る。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 30,978千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 23,472千円 民 15,647千円 

  国(A) 15,647千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 7,825千円 

 その他(C) 7,506千円   10,297千円 

備考（注３） 令和３年度  5,956千円（ 5,955,830円） 

令和４年度 11,884千円（11,883,766円） 

令和５年度  5,632千円（ 5,632,496円） 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【医療分No.６】 

重症心身障害児（者）在宅医療支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

0千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県重症心身障害連絡協議会 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

医療的ケアを必要とする障害児が増加傾向にある中で、NICUや小児病棟か

ら地域の重症心身障害児施設や在宅への円滑な移行が課題となっている。 

アウトカム指標：訪問診療を実施する診療所、病院数 

277施設(H31) → 279施設(R4) 

事業の内容 重症心身障害児（者）に対する在宅医療を担う関係者の連携強化、人材育

成及び患者・家族への施設等の周知に係る講演会又は研修会の開催に要す

る経費を補助する。 

アウトプット指標 ・講演会の参加者数 100人 

・地区別研修会の開催 ３圏域実施 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

講演会等の開催を通じて医療的ケア児を支援する地域の関係者間の連携を

強化するとともに広く施設等の周知を図ることで、医療的ケア児が地域で

安心して暮らせる体制が構築できるほか、成人期に移行する患者や在宅で

の医療技術への対応拡大により、在宅医療の適応となる患者の増加を図る

ことができる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 0千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 0千円 民 0千円 

  国(A) 0千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 0千円 

 その他(C) 0千円   0千円 

備考（注３）  
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【医療分No.７】 

医療的ケア児レスパイト事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

3,838千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 短期入所事業所（病院等） 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

医療技術の進歩等を背景として、医療的ケアが必要な障害児が増加してお

り、NICUや小児病棟から在宅への円滑な移行のため、レスパイトケアを担

う短期入所事業所（病院等）の整備等が課題となっている。 

アウトカム指標：短期入所事業所設置数 

・短期入所事業所（医療型）：６箇所（R元年度）→８箇所（R３年度） 

事業の内容 医療的ケアが必要な障害児（医療的ケア児）の在宅移行を進めるため、短

期入所事業所の開設等に必要な設備整備に要する経費を補助する。 

アウトプット指標 整備を行う施設数（医療型）：２施設 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

レスパイトケアの充実により、在宅で療養できる医療的ケア児の増加が見

込まれるほか、事業所で対応できる医療技術の拡大により、在宅医療を選

択できる患者の増加を図ることができる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 3,838千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 1,919千円 民 1,279千円 

  国(A) 1,279千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 640千円 

 その他(C) 1,919千円   0千円 

備考（注３） 令和３年度 1,919千円（1,919,000） 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【医療分No.８】 

訪問看護推進事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

1,711千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（栃木県看護協会及び栃木県訪問看護ステーション協議会に委託） 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

本県における「人口10万人当たりの訪問看護職員数」は、全国下位の状況

が続いているため、今後の在宅医療の需要増大に備えるべく、訪問看護に

従事する職員数を確保し、適切な医療・介護サービスが供給できるよう、

在宅医療に係る提供体制を強化する必要がある。 

アウトカム指標： 

訪問看護ステーションに勤務する看護師数(常勤換算・65 歳以上人口 10 万対) 

108人（R1） → 119人（R4） 

事業の内容 訪問看護研修の実施 

①人工呼吸器装着者等在宅療養支援研修 

②在宅ターミナルケア研修 

③小児訪問看護研修 

④精神科訪問看護研修の実施 

アウトプット指標 訪問看護研修の受講者数 

①人工呼吸器装着者等在宅療養支援研修 20名 

②在宅ターミナルケア研修    30名 

③小児訪問看護研修     20名 

④精神科訪問看護研修     50名 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

研修受講により、看護職員の資質が向上し、在宅療養者支援の質が高めら

れるとともに、看護職員のモチベーションの維持・向上が図られることで、

訪問看護ステーションへの就業及び定着につながる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 1,711千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 1,711千円 民 1,140千円 

  国(A) 1,140千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 571千円 

 その他(C) 0千円   1,140千円 

備考（注３） 令和３年度 1,711千円（1,710,731円） 

  



（令和３年度計画） 

25 

 

事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【医療分No.９】 

在宅歯科医療連携室整備事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

1,623千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県歯科医師会、郡市歯科医師会等 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

患者や家族が状況に応じた在宅での療養生活を選択できるよう、在宅歯科

医療に関する相談体制の充実や地域におけるコーディネート機能の確保を

図る必要がある。 

アウトカム指標：訪問歯科診療を実施する歯科診療所数 

227施設(H31) → 275施設(R4) 

事業の内容 在宅歯科医療連携室の運営に要する経費（在宅歯科医療希望者への歯科診

療所の紹介、歯科医療相談、歯科医療機器の貸出等）を補助する。 

アウトプット指標 相談件数 60件 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

在宅歯科医療希望者への歯科診療所の紹介、相談、歯科医療機器の貸出し

等を行うことで在宅歯科医療の利用促進を図る。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 1,623千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 1,623千円 民 1,082千円 

  国(A) 1,082千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 541千円 

 その他(C) 0千円   0千円 

備考（注３） 令和３年度 1,623千円（1,623,000円） 
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業 

事業名 【医療分No.10】 

在宅歯科医療従事者研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

473千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県歯科医師会、郡市歯科医師会等 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

在宅歯科医療を充実させるため、医療機関間の理解促進、連携、スキルアッ

プを図る研修事業を行う必要がある。 

アウトカム指標：訪問歯科診療を実施する歯科診療所数 

227施設(H31) → 275施設(R4) 

事業の内容 歯科医師及び歯科衛生士等に対する在宅歯科医療研修に要する経費を補助

する。 

アウトプット指標 ・研修会開催回数 ２回 

・研修会受講者数 100人 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

在宅歯科医療の理解、スキルを身につけることで在宅歯科医療に取り組む

歯科医療機関の増加を図り、在宅歯科医療の利用促進を図る。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 473千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 473千円 民 315千円 

  国(A) 315千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 158千円 

 その他(C) 0千円   0千円 

備考（注３） 令和３年度 473千円（473,000円） 
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事業区分４：医療従事者の確保に関する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.11】 

医師確保推進事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

202,552千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（とちぎ地域医療支援センター）（一部委託） 

事業の期間 令和３年度、令和５年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

本県の医師偏在指標は全国32位であり、医師少数都道府県を脱するために、

医師の確保を図る必要がある。 

また、本県の２次医療圏のうち、３つの医療圏が医師少数区域に相当して

おり、医師の地域偏在解消にも取り組む必要がある。 

アウトカム指標：県内病院に勤務する医師数（常勤）※ 

《R3》 

R3.4.1→R4.4.1 

・県全体   3,010人 → 3,050人 

〔内訳〕 

・県北医療圏（医師少数）   367人 →   377人 

・県西医療圏（医師少数）   146人 →   156人 

・両毛医療圏（医師少数）   300人 →   310人 

・宇都宮医療圏（中間）   578人 →   583人 

・県東医療圏（中間）     85人 →    90人 

・県南医療圏（医師多数） 1,534人 → 1,534人 

※栃木県保健福祉部医療政策課調査 

《R5》 

3,129人（R4.4.1）→ 3,209人（R6.4.1） 

《内訳》 

・県北医療圏（医師少数）   387人→   407人 

・県西医療圏（医師少数）   152人→   172人 

・両毛医療圏（医師少数）   305人→   325人 

・宇都宮医療圏（中間）    615人→   625人 

・県東医療圏（中間）      95人→   105人 

・県南医療圏（医師多数） 1,575人→ 1,575人 

事業の内容 ① 栃木県医療対策協議会の開催 

②－１ とちぎ地域医療支援センターの運営 

②－２ とちぎ地域医療支援センターサテライトの設置・運営（県外医学

部進学者の県内へのＵＩＪターンを促進するため、民間事業者に委

託してセンターサテライトを設置）《R3新規》 
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③ 医師修学資金貸与事業による医師の養成 

④ 臨床研修医確保のための合同説明会出展 

アウトプット指標 《R3》 

①医療対策協議会の開催回数  ３回 

②地域枠医師等の派遣者数  60名 

③地域枠医師等の養成数   83名 

④合同説明会への出展回数  １回 

《R5》 

① 医療対策協議会の開催回数：４回 

② 地域枠医師の派遣者数（キャリア形成プログラム適用対象者）：115名 

③ 地域枠学生の養成数（卒前支援プラン適用対象者）：98名 

④ 支援件数：５件 

⑤ 合同説明会への出展回数：２回 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

本県で勤務する医師の養成及び医師不足地域への適正配置などに取り組む

ことで、医師の不足・偏在の解消を図る。 

 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 202,552千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 1,166千円 

 基金充当額(A+B) 202,552千円 民 133,868千円 

  国(A) 135,034千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 67,518千円 

 その他(C) 0千円   13,310千円 

備考（注３） 令和３年度 200,876千円（200,875,853円） 

令和４年度 ▲3,500千円（返還金▲3,500,000円） 

令和５年度  5,176千円（5,176,419円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.12】 

緊急分娩体制整備事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

70,502千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 分娩を取り扱う病院、診療所、助産所 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

県内の医療施設に従事する人口10万人当たりの医師数を主たる診療科別に

みると、産婦人科及び産科では、平成28年で9.1人が平成30年で9.0人と減

少しており、依然として不足している状況にある。 

アウトカム指標：分娩取扱医療機関勤務産婦人科医師数 

127人(R3.4.1)→128人（R4.4.1） 

事業の内容 病院等が支給する産科医及び助産師等への分娩手当に対する助成 

アウトプット指標 手当支給施設数 25施設 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

分娩手当を支給する医療機関を支援し、産科医等の処遇改善を図ることで、

分娩取扱医師の増加・定着につながる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 70,502千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 8,650千円 

 基金充当額(A+B) 35,251千円 民 14,850千円 

  国(A) 23,500千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 11,751千円 

 その他(C) 35,251千円   0千円 

備考（注３） 令和３年度 35,251千円（35,251,000円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.13】 

周産期医療対策事業（新生児入院手当） 

【総事業費（計画期間の総額）】 

5,270千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 総合周産期母子医療センター、地域周産期医療機関 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

産科医等医療従事者の不足により、地域周産期医療機関や分娩取扱医療機

関が減少する中、県域を超えた救急搬送患者も受け入れるなど、総合周産

期母子医療センターや地域周産期医療機関の負担が増大している。産科医、

助産師等医療従事者の確保や各医療圏における地域周産期医療機関の確保

等により、周産期医療提供体制を確保・充実させる必要がある。 

アウトカム指標： 

総合周産期母子医療センター及び地域周産期医療機関に勤務する小児科医

師数（常勤） 

124人（R3.4.1）→125人（R4.4.1） 

事業の内容 出生後ＮＩＣＵへ入室する新生児を担当する医師に支給する新生児入院手

当への助成 

アウトプット指標 手当支給施設数  ６施設 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

新生児入院手当を支給する医療機関を支援し、ＮＩＣＵへ入室する新生児

を担当する医師の処遇改善を図ることで、小児医療施設に従事する医師の

増加・定着につながる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 5,270千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 1,756千円 民 1,170千円 

  国(A) 1,170千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 586千円 

 その他(C) 3,514千円   0千円 

備考（注３） 令和３年度 1,756千円（1,756,000円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.14】 

女性医師等支援普及啓発事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

0千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 基幹型臨床研修病院の開設者、県医師会、郡市医師会 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

医師や看護師をはじめ医療従事者の不足が深刻化しており、県内定着の促

進、再就業の促進、離職防止等の対策が喫緊の課題となっている。特に、

女性医師については、出産・育児と医師の業務を両立し、キャリア形成を

行うことが可能な職場環境の整備が求められている。 

アウトカム指標：県内病院に勤務する常勤女性医師数 

673人（R3.4.1）→ 691人（R4.4.1） 

事業の内容 女性医師支援を目的とした普及啓発事業や相談窓口等の設置に要する経費

への助成 

アウトプット指標 補助件数 ４件 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

女性医師が働きやすい職場環境が整うことで、離職防止及び再就業の促進

につながる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 0千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 0千円 民 0千円 

  国(A) 0千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 0千円 

 その他(C) 0千円   0千円 

備考（注３） 令和３年度 0千円（0円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.15】 

歯科衛生士再就職支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

479千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ①栃木県歯科医師会 

②栃木県（栃木県歯科医師会に委託） 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

結婚、出産、育児、介護等の理由で離職した歯科衛生士が職場復帰できる

体制が整備されていないため、慢性的に歯科衛生士が不足している。 

アウトカム指標：就業歯科衛生士数 

1,878人（H30.12.31） → 2,000人（R4.12.31） 

事業の内容 ①歯科衛生士の再就職支援を目的とした歯科衛生士向け技術研修会の開催

に要する経費を補助する。 

②歯科衛生士の再就職支援を目的とした歯科医院向け就労支援セミナーを

開催する。 

アウトプット指標 ①研修会受講歯科衛生士数 ６０人 

②セミナー受講歯科医院数 １５施設 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

離職した歯科衛生士の再就職を歯科衛生士・歯科医院それぞれに対して支

援することにより、県内の歯科衛生士の増加につなげる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 479千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 479千円 民 319千円 

  国(A) 319千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 160千円 

 その他(C) 0千円   133千円 

備考（注３） 令和３年度 479千円（479,000円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.16】 

新人看護職員応援研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

101,993千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ① 栃木県（栃木県看護協会に委託） 

② 医療機関 

事業の期間 令和３年度、令和５年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

将来の医療需要の変化に対応した医療提供体制を充実させるため、各医療

機能に対応できる看護師の育成・確保が必要である。 

アウトカム指標：看護職員の離職率 

9.3％（R元年度）→10.7％（R3年度）→9.3％（R5年度） 

事業の内容 ① 新人看護職員、教育担当者、実地指導者及び就業後２～３年目の看護

職員を対象とした研修を実施する。 

② 医療機関が実施する新人看護職員への研修に要する経費を補助する。 

アウトプット指標 《R3》 

①研修受講者数（実人数） 

多施設合同研修：120人 教育担当者研修：60人 

実地指導者研修： 60人 レベルアップ研修：60人 

②支援施設数：33病院 

《R5》 

① 研修受講者数（実人数） 

多施設合同研修：120人 教育担当者研修：60人 

実地指導者研修： 60人 レベルアップ研修：60人 

② 支援施設数：29病院 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

離職率の高い就業後１年未満の新人看護師が抱くリアリティショックの解

消等精神的な支援を行うなど合同研修を実施し、新人看護師の離職防止を

図ることにより、看護師の定着・確保につながる。 

また、教育担当者等への研修に要する経費を支援し、各医療機関の研修体

制を充実させることで、新人看護師の離職防止を図る。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 101,993千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 5,821千円 

 基金充当額(A+B) 22,514千円 民 9,188千円 

  国(A) 15,009千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 7,505千円 

 その他(C) 79,479千円   1,653千円 

備考（注３） 令和３年度 22,514千円（22,514,000円） 

令和４年度   ▲9千円（返還金▲8,825円） 

令和５年度    9千円（8,825円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.17】 

看護職員実務研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

293千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（栃木県看護協会に委託） 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

将来の医療需要の変化に対応した医療提供体制を充実させるため、医療の

高度化・専門化に対応できるよう看護職員の資質向上を図り、各医療機能

に対応できる看護師を育成・確保することが必要である。 

アウトカム指標：就業看護師数（人口10万人当たり）※ 

916.2人（R2年）→963.8人（R4年） 

※看護職員調査の届出数（県独自集計） 

事業の内容 中小病院や診療所、介護保険施設等で働く看護職員が従事している領域の

専門性の向上を図るため、実務経験が概ね５年以上の看護職員を対象とし

た研修を実施する。 

アウトプット指標 研修受講者数 60人 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

専門的知識・技術を修得することにより看護職員の資質が向上するととも

に、当該看護職員のモチベーションの維持・向上が図られることで、質の

高い看護職員の定着・確保につながる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 293千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 293千円 民 195千円 

  国(A) 195千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 98千円 

 その他(C) 0千円   195千円 

備考（注３） 令和３年度 293千円（293,000円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.18】 

認定看護師養成支援等事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

6,304千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関、訪問看護ステーション 

事業の期間 令和３年度、令和５年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

医療の高度化・専門化が進む中、安心で質の高い医療サービスを提供する

ため、高水準の知識や技術を有する認定看護師及び特定行為研修修了者を

養成・確保し、質の高い医療提供体制整備を図る必要がある。 

アウトカム指標： 

・県内認定看護師 

276人（R3.2月）→284人（R3年度）→285人（R4年度）→297人（R5年度） 

・特定行為研修修了者のうち県内就業者数 

76人（R2.10月）→ 86人（R3年度）→75人（R5.2月）→93人（R5年度） 

事業の内容 認定看護師及び特定行為研修の受講に要する経費を補助する。 

アウトプット指標 《R3》 

・認定看護師に係る補助人数  ８人 

・特定行為研修に係る補助人数 25人（共通15人、区分別10人） 

《R5》 

・認定看護師に係る補助人数：12人 

・特定行為研修に係る補助人数：42人（共通24人、区分別18人） 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

認定看護師及び特定行為研修の受講に要する経費を支援することにより、

認定看護師及び特定行為研修修了者の増加に直接的な効果がある。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 6,304千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 3,152千円 民 2,101千円 

  国(A) 2,101千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 1,051千円 

 その他(C) 3,152千円   0千円 

備考（注３） 令和３年度 3,152千円（3,152,000円） 

令和４年度  ▲2千円（返還金▲1,519円） 

令和５年度   2千円（1,519円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.19】 

看護実習環境確保支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

3,799千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（栃木県看護協会に委託） 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

看護師等養成所の指定規則の改正に伴い、新しい実習分野の追加への対応

が求められている中、実習施設での指導者が不足しており、その充足を図

る必要がある。 

アウトカム指標： 

看護師、准看護師養成所卒業生の県内定着率（大学・短大を除く） 

77.8％（R2年度）→ 78.0％（R3年度） 

事業の内容 実習先病院等における実習指導看護師不足の解消を目的とした実習指導者

講習会を実施する。 

アウトプット指標 講習会受講者数 45人 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

講習会の実施により実習指導者を養成し、実習施設の拡充を図ることで、

県内での看護実習機会及び県内実習施設への就職者の増加が期待され、看

護学生の県内定着につながる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 3,799千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 3,799千円 民 2,532千円 

  国(A) 2,532千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 1,267千円 

 その他(C) 0千円   2,532千円 

備考（注３） 令和３年度 3,799千円（3,799,000円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.20】 

看護教員継続研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

309千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県看護系教員協議会 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

将来の医療需要の変化に対応した医療提供体制の充実に向けて、各医療機

能に対応できる看護師を育成・確保するためには、養成機関における看護

基礎教育の充実等に向けて、教員の資質向上及び定着促進を図っていく必

要がある。 

アウトカム指標： 

・県内養成所の看護師国家試験合格率 

89.5％（R3.3月発表）→ 90.5％（R4.3月発表） 

・県内養成所の栃木県准看護師試験合格率 

98.9％（R3.3月発表）→ 99.0％（R4.3月発表） 

事業の内容 栃木県看護系教員協議会が実施する次の内容に係る研修費用を補助する。 

・新任期：看護政策・看護教育の動向 、事業設計や教育実践の向上 

・中堅期：対人関係スキル、新任教員への指導、研究能力の向上 

・管理期：学校評価、マネジメント・危機管理能力の向上 

アウトプット指標 研修受講者数 

新任期（教員経験４年未満） 20人 

中堅期（教員経験５～10年） 40人 

管理期（教員経験11年以上） 40人 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

本事業により、養成所の教員の資質向上及び定着促進を図ることで、養成

所における教育がより充実したものとなり、学生の資格試験合格率の上昇

につながる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 309千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 309千円 民 206千円 

  国(A) 206千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 103千円 

 その他(C) 0千円   0千円 

備考（注３）  
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.21】 

助産師相互研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

721千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（栃木県看護協会に委託） 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

将来の医療需要の変化に対応した医療提供体制を充実させるため、各医療

機能に対応できる助産師の育成・確保が必要となっている。 

アウトカム指標：就業助産師数（人口10万人当たり）※ 

28.7人（R2年）→29.2人（R4年） 

※看護職員調査の届出数（県独自集計） 

事業の内容 ・助産師に対する最新の知識や技術を取得する講義・演習等の実施 

・病院及び診療所に勤務する助産師に対する相互現地研修の実施 

アウトプット指標 ・研修参加助産師数（実人数） 20人 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

研修を受講することで、助産師の資質向上及びモチベーションの維持・向

上が図られ、就業定着につながる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 721千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 721千円 民 481千円 

  国(A) 481千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 240千円 

 その他(C) 0千円   481千円 

備考（注３） 令和３年度 721千円（721,500円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.22】 

看護職員キャリア継続支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

16,650千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（栃木県看護協会に委託） 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

看護職員の更なる確保のためには、定年退職後も働き続けられる環境の整

備等を行うことにより、プラチナナース（熟練した看護技術と対人スキル

を持つ定年又は早期退職した看護職員）等の効率的活用を図る必要がある。 

アウトカム指標：就業看護師数（人口10万人当たり）※ 

916.2人（R2年）→963.8人（R4年） 

※看護職員調査の届出数（県独自集計） 

事業の内容 定年後も継続してプラチナナースとしてのキャリアが築けるよう、主に以

下の取組を実施 

・退職前看護職員及び求人施設に対するセカンドキャリア周知セミナー 

・再就業の際に必要となる知識・技術を修得する研修会の実施 

・その他プラチナナース等の求人施設に向けた施設訪問等 

アウトプット指標 ・セカンドキャリア周知セミナー参加者 160人 

・セカンドキャリア支援研修会受講者数 180人 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

セミナー及び研修等の実施により、プラチナナースのセカンドキャリアを

支援することで、定年退職した60歳以降の就業看護職員数の増加に直接的

な効果があり、県内就業看護職員数の増加につながる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 16,650千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 16,650千円 民 11,100千円 

  国(A) 11,100千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 5,550千円 

 その他(C) 0千円   11,100千円 

備考（注３） 令和３年度 16,650千円（16,650,000円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.23】 

看護師等養成所運営費補助事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

2,476,778千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 看護師養成所、准看護師養成所、助産師養成所 

事業の期間 令和３年度、令和４年度、令和５年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

将来の医療需要の変化に対応した医療提供体制の充実に向けて、各医療機

能に対応できる看護師を育成・確保するためには、看護師等養成所の安定

的な運営及び看護基礎教育の充実等を図り、県内就業看護師の増加及び資

質の向上につなげていく必要がある。 

アウトカム指標： 

《R3》 

看護師、准看護師養成所卒業生の県内定着率（大学・短大を除く） 

77.8％（R2年度）→ 78.0％（R3年度） 

《R4,R5》 

看護師等養成所卒業生の県内定着率 

66％（R3年度）→ 68％（R4年度）→ 70％（R5年度） 

事業の内容 県内の看護師等養成所に対する運営費を補助する。 

（補助基準額＋県内定着率加算＋資格試験合格率加算） 

アウトプット指標 《R3》支援養成所数：15校 

《R4》支援養成所数：15校 

《R5》支援養成所数：15校 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

看護師等養成所に対して運営費助成を行うことにより、看護師等養成所の

安定的な運営及び看護基礎教育の充実等が図られ、県内看護職員等の増加

につながる。また、運営費助成について、県内定着率及び資格試験合格率

に応じた加算を行うことにより、看護師等の県内定着率の向上につながる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 2,476,778千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 16,088千円 

 基金充当額(A+B) 312,538千円 民 196,571千円 

  国(A) 208,358千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 104,180千円 

 その他(C) 2,164,240千円   0千円 

備考（注３） 令和３年度 231,698千円（231,698,000円） 

令和４年度  79,699千円（80,840,026円、返還金▲1,141,174円） 

令和５年度  1,141千円（1,141,174円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.24】 

医療勤務環境改善推進事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

29,236千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ① 栃木県（栃木県医師会に委託） 

② 勤務環境改善計画に基づく勤務環境改善を行う医療機関 

事業の期間 令和３年度、令和４年度、令和５年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

医師や看護師を始め医療従事者の不足が深刻化しており、県内定着の促進、

再就業の促進、離職防止等の対策が喫緊の課題となっている。また、長時

間労働や当直、夜勤・交代制勤務等厳しい勤務環境にある医師や看護職等

が健康で安心して働くことができる環境整備も喫緊の課題となっている。 

アウトカム指標： 

・県内病院に勤務する医師数（常勤） 

3,010人（R3.4.1）→ 3,129人（R4.4.1）→ → 3,208人（R5.4.1） 

→3,209人（R6.4.1） 

・看護職員の離職率 

9.3％（R元年度）→10.1％（R3年度）→ 9.3％（R4年度） 

→9.3％（R5年度） 

事業の内容 ① とちぎ医療勤務環境改善支援センターの運営 

② 勤務環境改善計画の推進のために必要と認められる施設・設備整備に

要する経費への補助 

アウトプット指標 《R3》勤務環境改善計画に基づく勤務環境改善を行う施設数 ３施設 

《R4》勤務環境改善計画に基づく勤務環境改善を行う施設数 ３施設 

《R5》勤務環境改善計画に基づく勤務環境改善を行う施設数 ３施設 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

医療従事者の勤務環境改善を図ることにより、医師の確保や看護師の離職

防止を図り、医療従事者の確保につなげる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 29,236千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 19,610千円 民 13,073千円 

  国(A) 13,073千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 6,537千円 

 その他(C) 9,626千円   6,653千円 

備考（注３） 令和３年度  4,058千円（4,058,094円） 

令和４年度  6,776千円（6,776,000円） 

令和５年度  8,776千円（8,776,000円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.25】 

病院内保育所運営費補助金 

【総事業費（計画期間の総額）】 

387,360千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 病院内保育所 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

医師や看護師を始め医療従事者の不足が深刻化しており、県内定着及び再

就業の促進並びに離職防止等の対策が喫緊の課題となっている。また、長

時間労働や当直、夜勤・交代制勤務等厳しい勤務環境にある医師や看護職

等が健康で安心して働くことができる環境整備も課題となっている。 

アウトカム指標： 

・県内病院に勤務する医師数（常勤） 

3,010人（R3.4.1）→ 3,050人（R4.4.1） 

・看護職員の離職率 

9.3％（R元年度）→9.2％（R3年度） 

事業の内容 医師や看護職員等の離職防止と未就業看護職員の再就業の促進を図るた

め、病院内保育施設の運営に要する経費を補助する。 

アウトプット指標 補助施設数 25施設 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

病院内保育所の運営を支援することにより、子を持つ医師や看護職員等の

離職防止及び再就業の促進が図られる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 387,360千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 49,796千円 民 33,197千円 

  国(A) 33,197千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 16,599千円 

 その他(C) 337,594千円   0千円 

備考（注３） 令和３年度 49,796千円（49,796,000円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.26】 

小児救急医療支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

262,912千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 市町村等 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

休日や夜間など時間に関係なく、比較的軽症な患者が救急医療を利用する、

いわゆる「救急医療のコンビニ化」や「大病院志向」などにより、二次・

三次救急を担う医療機関へ患者が集中し、小児科勤務医師の疲弊を招いて

いる。 

アウトカム指標：県内病院に勤務する小児科医師数（常勤） 

155人（R3.4.1）→165人（R4.4.1） 

事業の内容 小児科医の確保を図るため、小児救急拠点病院等において、通常の救急診

療体制とは別に小児科医等により重症の小児救急患者に対する診療体制を

確保する上で必要となる経費を補助する。 

アウトプット指標 対象事業者数 ６市町等（12病院） 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

小児救急拠点病院の運営を支援することで休日・夜間の小児救急医療体制

を整備し、小児科勤務医師の負担軽減を図ることにより、医師の確保につ

なげる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 262,912千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 47,784千円 

 基金充当額(A+B) 71,677千円 民 0千円 

  国(A) 47,784千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 23,893千円 

 その他(C) 191,235千円   0千円 

備考（注３） 令和３年度 71,677千円（71,677,000円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.27】 

小児救急電話相談事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

14,043千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（委託） 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

休日や夜間など時間に関係なく比較的軽症な患者が救急医療を利用する、

いわゆる「救急医療のコンビニ化」や「大病院志向」などにより、二次・

三次救急を担う医療機関へ患者が集中し、小児科勤務医師の疲弊を招いて

いる。 

アウトカム指標：県内病院に勤務する小児科医師数（常勤） 

155人（R3.4.1）→165人（R4.4.1） 

事業の内容 小児科医の確保を図るため、小児救急患者の保護者向け電話相談事業を実

施する。 

アウトプット指標 相談件数：25,000件 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

小児救急電話相談事業を通じて症状に応じた適切なアドバイスを行うこと

により、救急医療の適正利用を推進するとともに、小児の軽症者の救急搬

送人員を抑制し、小児科医の負担軽減を図ことで、小児科医の定着・確保

につながる。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 14,131千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 9,362千円 

 基金充当額(A+B) 14,043千円 民 0千円 

  国(A) 9,362千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 4,681千円 

 その他(C) 0千円   0千円 

備考（注３） 令和３年度 14,043千円（14,043,108円） 
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事業の区分 ４．医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【医療分No.28】 

精神科救急医療連携研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

0千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県 

事業の期間 令和３年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

精神科救急においては、特に身体合併症患者の受入れが難しく、搬送時間

の長期化等により一般救急等にも影響が出ている状況にあることから、増

加傾向にある身体合併症患者に対応できる医療従事者等を養成し、円滑な

精神科救急患者受入体制を構築することが必要である。 

アウトカム指標：県内の精神科病院に勤務する医師数 

常勤換算231人（R2.10.1）→233人（R4.4.1） 

事業の内容 精神科救急に携わる医療従事者（一般科、精神科）等を対象とした身体合

併症事例をもとに各部門の関わり等について検討する研修会の開催 

アウトプット指標 研修会受講者数  200人 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

精神科救急における課題の共有や困難事例の検討を通して、一般科、精神

科それぞれの救急に従事する医療従事者等の能力開発や理解の深化が図ら

れる。さらに、一般科、精神科の医療機関の連携を強化することにより、

身体・精神合併症に係る救急患者の円滑な受入体制の構築が促進される。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 0千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 0千円 

 基金充当額(A+B) 0千円 民 0千円 

  国(A) 0千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 0千円 

 その他(C) 0千円   0千円 

備考（注３） 令和３年度 0千円（0円） 

  



（令和３年度計画） 

46 

 

事業区分６：勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ６．勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

事業名 【医療分No.29】 

勤務医の働き方改革推進事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

50,000千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 医療機関 

事業の期間 令和３年度、令和４年度、令和５年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

令和６(2024)年４月からの医師に対する時間外労働の上限規制の適用開始

に向け、勤務医の労働時間短縮を進める必要がある。 

アウトカム指標： 

客観的な労働時間管理方法を導入している病院の割合※ 

62.3％（R3.3.31）→82. 0％（R4.3.31）→82.0％（R5.3.31） 

→82.0％（R6.3.31） 

※とちぎ医療勤務環境改善支援センター調べ 

事業の内容 勤務医の労働時間短縮に向けた総合的な取組を推進するために必要な費用

を補助する。 

アウトプット指標 補助を行う施設数 ２病院（令和３年度～令和５年度で計10病院） 

アウトカムとアウ

トプットの関連 

地域医療において特別な役割があり、かつ過酷な勤務環境となっている医

療機関を対象とし、勤務医の労働時間短縮に向けた総合的な取組に要する

経費を支援することで、勤務医の労働時間を短縮し、勤務医の働き方改革

の推進を図る。 

事業に要する費用

の額 

総事業費(A+B+C) 50,000千円 基金充当

額(国費)

における

公民の別 

（注１） 

公 13,333千円 

 基金充当額(A+B) 40,000千円 民 13,333千円 

  国(A) 26,666千円 
 

うち受託事業等 

（再掲）（注２）   県(B) 13,334千円 

 その他(C) 10,000千円   0千円 

備考（注３） 令和３年度    0千円（0円） 

令和４年度 23,261千円（23,261,000円） 

令和５年度 16,739千円（16,739,000円） 

 

 

 

 (2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。  
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事業区分３：介護施設等の整備に関する事業 

(1) 事業の内容等 

都道府県 

事業の区分 ３．介護施設等の整備に関する事業 

事業名 【介護分No.１】 

栃木県介護施設等整備事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

528,287 千円 

事業の対象となる医

療介護総合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県 

事業の期間 令和３（2021）年度、令和４（2022）年度 

背景にある医療・介

護ニーズ 

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標： 

令和３年度末における施設・居住系サービスの入所定員総数19,438人 

事業の内容 ①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。 

整備予定施設等 

認知症高齢者グループホーム         54床（３箇所） 

看護小規模多機能型居宅介護事業所        １箇所 

②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。 

⑥介護施設等における新型コロナウイルス感染拡大防止対策に対して支援を

行う。 

アウトプット指標 地域包括ケアシステムの構築に向けて、第８期介護保険事業支援計画等におい

て予定している地域密着型サービス施設等の整備を行う。 

・認知症高齢者グループホーム 

               2,520床（184箇所）→ 2,574床（187箇所） 

・看護小規模多機能型居宅介護事業所  ７箇所  →  ８箇所 

アウトカムとアウト

プットの関連 

地域密着型サービス施設等の整備を行うことにより、65歳以上人口当たり地域

密着型サービス施設等の定員総数を増とする。 

事業に要する費用の

額 
事業内容 

総事業費 

(A+B+C) 
（注１） 

基金充当額 その他 

(C) 
（注２） 国(A) 県(B) 

①地域密着型サー

ビス施設の設備 

134,400 

（千円） 

89,600 

（千円） 

44,800 

（千円） 

 

（千円） 

②施設等の開設・設

置に必要な準備

経費 

195,487 

（千円） 

130,325 

（千円） 

65,162 

（千円） 

 

（千円） 

③介護保険施設等

の整備に必要な

定期借地権設定

のための一時金 

 

（千円） 

 

（千円） 

 

（千円） 

 

（千円） 
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④介護サービスの

改善を図るため

の既存施設等の

改修 

 

（千円） 

 

（千円） 

 

（千円） 

 

（千円） 

⑤民有地マッチン

グ事業 

 

（千円） 

 

（千円） 

 

（千円） 

 

（千円） 

⑥介 護 施 設 等 に

お け る 新 型 コ

ロ ナ ウ イ ル ス

感 染 拡 大 防 止

対策支援事業 

198,400 

（千円） 

132,266 

（千円） 

66,134 

（千円） 

 

（千円） 

⑦介護職員の宿舎

施設整備 

 

（千円） 

 

（千円） 

 

（千円） 

 

（千円） 

金

額 

総事業費 

(A+B+C) 

528,287 

（千円） 

基金充当額 

(国費) 

における 

公民の別 
（注３） 

（注４） 

公 
 

 （千円） 基

金 

国(A) 352,191 

（千円） 

県(B) 176,096 

（千円） 

民 352,191 

（千円） 

計（A+B） 528,287 

（千円） 

うち受託事業等 

（再掲） 

その他(C)  

（千円） 

 

（千円） 

備考（注５）  

 

(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 
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事業区分５：介護従事者の確保に関する事業 

(1) 事業の内容等 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）介護人材確保対策連携強化事業（協議会設置等） 

事業名 【介護分 No.２】 

介護人材確保対策連絡調整会議事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

462 千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 介護関係団体等が一体となり、栃木県における介護人材確保に係る具

体的な取組や推進の方策を検討し、関係機関・団体との連携強化及び

協働の推進を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の増及び離職率の低下  

事業の内容 介護関係機関等との協議の場として「栃木県介護人材確保対策連絡調

整会議」を設置し、介護人材確保に向けた取組の検討を行う。 

アウトプット指標 栃木県介護人材確保対策連絡調整会議の開催：３回（ＷＧ２回） 

アウトカムとアウトプットの

関連 

関係機関と連携した会議において、介護人材確保に向けた具体的な取

組を検討することにより、効果的な事業を実施する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

462  

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

308 

基金 国（Ａ） 308 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

154 

(千円) 

民 (千円)  

計（Ａ＋

Ｂ） 

462  

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）基盤整備 

（中項目）基盤整備 

（小項目）人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業 

事業名 【介護分 No.３】 

とちぎ介護人材育成認証制度事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,309千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（一部は福祉系コンサル会社等へ委託） 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 介護事業所を対象とした認証・評価を行い、介護事業所の人材育成・確

保の取り組みを「見える化」することにより、介護業界の切磋琢磨を促

し、業界全体のレベルアップとボトムアップを推進し、介護職を志す

者の参入・定着の促進を図ることを目的とする。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の増及び離職率の低下 

事業の内容 制度の周知及び事務局の運用並びに認証を希望する事業所の申請受

付・審査等を実施する。 

アウトプット指標 令和３年度認証事業者：30事業者 

アウトカムとアウトプットの

関連 

介護事業所の人材育成・確保を「見える化」することにより、介護業界

の切磋琢磨を促し、業界全体のレベルアップとボトムアップを推進し、

介護職を志す者の参入・定着の促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

14,309 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  66 

(千円) 

基金 国（Ａ） 9,539 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

4,770 

(千円) 

民 9,473 

(千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

14,309 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

9,473 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促

進事業 

事業名 【介護分 No.４】 

介護人材確保理解促進事業 

① 「介護の日」啓発事業 

② 介護人材確保対策広報事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,460千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ① 栃木県（一部は栃木県老人福祉施設協議会との共催） 

②栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 介護職のネガティブなイメージを払拭し、参入促進につなげるため、

広く県民に介護の仕事の大切さと魅力を発信し、理解促進を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の増 

事業の内容 ①厚生労働省によって制定された 11月 11日の「介護の日」を中心に、

関係団体等と連携してイベントを開催し、介護職員の役割や魅力に

ついての周知・啓発等を実施 

②介護職イメージアップのための広報及び福祉・人材研修センターの

各種事業の周知 

アウトプット指標 ①イベント参加者：約 100人 

②公告媒体掲載回数：10回 

アウトカムとアウトプットの

関連 

①介護の情報に接する機会の少ない層をターゲットとしたイベントの

開催により、介護職のイメージアップを図り、介護職への参入を促

進する。 

②介護職のイメージアップのための広報及び各種制度の周知を行うこ

とにより、幅広い層の介護職への参入促進を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,460  

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 973 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

487  

(千円) 

民 973 

(千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

1,460  

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

973 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 
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備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）若者・女性・高年齢者など多様な世代を対象とした 

介護の職場体験事業 

事業名 【介護分 No.５】 

職場体験事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,530千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 介護人材不足を解消するために、潜在有資格者の掘り起こしが期待さ

れており、子育て等により離職した介護福祉士等に対して介護職への

復帰の支援を行うことにより参入促進を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の増  

事業の内容 子育て等のために離職した介護福祉士等が、介護サービスの知識や技

術を再確認するとともに、介護の仕事の魅力とやりがいを学び、実際

の介護現場を知るための職場体験及び研修を実施する。 

アウトプット指標 職場体験参加者：120人 

アウトカムとアウトプットの

関連 

子育て等により離職した介護福祉士等を対象に介護サービスの知識や

技術を再確認するための職場体験及び研修を実施することにより、復

帰への不安を解消し円滑な再就業に繋げるとともに、介護サービス事

業者への理解度を深め、介護サービス従事者の増を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,530 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） 1,020 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

510 

(千円) 

民 1,020 

(千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

1,530 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

1,020 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）参入促進のための研修支援 

（小項目）介護未経験者に対する研修支援事業 

事業名 【介護分 No.６】 

介護員養成研修受講費用助成事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,500千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 介護職として働くことを前提として介護員養成研修を受講する方及び

無資格の現任介護職員に対する初任者研修の補助を実施し、広く県民

を対象として質の高い職員の参入促進を図る。 

アウトカム指標： 

介護サービス従事者（訪問介護員）の増 

事業の内容 訪問介護を目指す方が介護員養成研修を受講する際に、費用の一部を

助成する。30人×50,000円（上限） 

アウトプット指標 介護員養成研修受講者：30人 

アウトカムとアウトプットの

関連 

介護員養成研修を受講する方に対する研修費用の助成により、幅広く

質の高い介護職員を確保する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

(千円) 

1,500 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） (千円) 

1,000 

都道府県 

（Ｂ） 

(千円) 

500 

民 (千円) 

1,000 

計（Ａ＋

Ｂ） 

(千円) 

1,500 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) 

1,000 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）地域のマッチング機能強化 

（小項目）多様な人材層（若者・女性・高齢者）に応じたマッチング

機能強化事業 

事業名 【介護分 No.７】 

介護人材マッチング機能強化事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

14,286千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 多様な人材の確保のため、求人・求職者のニーズを把握し、介護職への

適切なマッチングを図る。 

アウトカム指標： 介護サービス従事者の増 

事業の内容 県福祉人材・研修センターにキャリア支援専門員を配置し、事業所に

おける詳細な求人ニーズの把握と求職者の適性の確認、ハローワーク

の出張相談及び地区別相談会の実施等、就業後のフォローアップも含

めた一体的な就労支援を実施する。 

アウトプット指標 雇用創出：80人 

アウトカムとアウトプットの

関連 

県福祉人材・研修センターの機能を活用し、県内全域において求職・求

人相談を実施することにより、介護従事者の増加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

14,286 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） 9,524 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

4,762 

(千円) 

民 9,524 

(千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

14,286 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

9,524 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円)  

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受講   

     等支援事業（イ） 

事業名 【介護分 No.８】 

介護に関する入門的研修事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

2,699千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 市町 

栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 多様な人材の確保にあたり、地域住民の参入促進を図るため、市町及

び県が主体となった取組が求められている。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の増 

事業の内容 市町において実施する介護に関する入門的研修の開催経費の助成、県

福祉人材・研修センターによる県全域を対象とした研修の実施及び受

講者の就労支援 

アウトプット指標 実施市町：15市町 

県：年２回実施（１回あたり 30人） 

アウトカムとアウトプットの

関連 

市町及び県が実施主体となり地域住民の掘り起こしを行うことによ

り、多様な人材の介護業界への参入を促進し、介護サービス従事者の増

加を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,699 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 1,500 

(千円) 

基金 国（Ａ） 1,799 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

900 

(千円) 

民  299 

(千円)  
計（Ａ＋

Ｂ） 

2,699 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

299 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護に関する入門的研修、生活援助従事者研修の受講   

     等支援事業（ロ） 

事業名 【介護分 No.９】 

元気高齢者によるとちぎケア・アシスタ

ント導入事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

5,130千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 元気な高齢者を活用し、介護の周辺業務を担う介護助手制度を介護事

業所に導入する。 

アウトカム指標：介護助手の増及び離職率の低下 

事業の内容 元気高齢者を対象に、「ケア・アシスタント」（＝介護助手）として介護

事業所に就労するまでの一体的なマッチングを実施する。 

アウトプット指標 ケア・アシスタント養成数：50人 

アウトカムとアウトプットの

関連 

現状では介護職員が担っている周辺業務をケア・アシスタントが担う

ことにより、高齢者の介護業界への参入促進と現任介護職員の負担軽

減による離職防止を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

5,130 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） 3,420 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

1,710 

(千円) 

民 3,420 

(千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

5,130 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

3,420 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業（イ） 

 

事業名 【介護分 No.10】 

福祉系高校修学資金貸付事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

42,069千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 （福）栃木県社会福祉協議会 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 修学資金にかかる返済免除付きの貸付を行い、若者の介護分野への参

入促進を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の増 

事業の内容 福祉系高校に在学し、介護福祉士の資格の取得を目指す学生に対し、

修学資金の貸し付けを実施する。 

アウトプット指標 新規貸付人数：270人 

アウトカムとアウトプットの

関連 

返済免除付きの貸付実施により、介護人材の確保及び定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

42,069 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） 28,046 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

14,023 

(千円) 

民 28,046 

(千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

42,069 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）参入促進 

（中項目）介護人材の「すそ野」拡大 

（小項目）介護分野への就職に向けた支援金貸付事業（ロ） 

 

事業名 【介護分 No.11】 

介護分野就職支援金貸付事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

42,407千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 （福）栃木県社会福祉協議会 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 就職支援金にかかる返済免除付きの貸付を行い、他業種で働いていた

方等の介護分野への参入促進を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の増 

事業の内容 他業種で働いていた方等に対し、就職の際に必要な経費に係る支援金

の貸し付けを実施する。 

アウトプット指標 新規貸付人数：200人 

アウトカムとアウトプットの

関連 

返済免除付きの貸付実施により、介護人材の確保及び定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

42,407 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） 28,271 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

14,136 

(千円) 

民 28,271 

(千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

42,407 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事

業（イ） 

事業名 【介護分 No.12】 

介護人材キャリアパス支援事業 

【総事業費（計画期間の総額）】 

6,146千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 事業者団体等 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 現任介護職員のスキルアップ及びモチベーションアップを図るため、

各種研修事業を整備する。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率の低下 

事業の内容 事業者団体等が実施する介護事業所職員を対象としたスキルアップを

図るための研修に対する経費の助成。 

アウトプット指標 研修受講者：3,000人 

アウトカムとアウトプットの

関連 

介護職員のスキルアップを図るための各種研修を実施することによ

り、現任職員のモチベーション向上に繋げ、離職率の低下を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

6,146 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  

 

 

(千円) 

基金 国（Ａ） 4,097 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

2,049 

(千円) 

民 4,097 

(千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

6,146 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）キャリアアップ研修の支援 

（小項目）多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修 

支援事業（ハ） 

事業名 【介護分 No.13】 

介護支援専門員資質向上事業 

①介護支援専門員医療的知識習得研修事業 

②介護支援専門員資質向上事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

2,133千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（①及び②の一部は団体への委託） 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ ①介護支援専門員に対する医療的知識の習得機会の確保。医療と介護

の連携の要となる介護支援専門員の育成。 

②介護支援専門員資質向上研修事業に対応できる講師及び介護支援専

門員実務研修の実習指導者の養成、介護支援専門員資質向上研修の

評価・改善。 

アウトカム指標： 

介護支援専門員実務者研修を担う実習指導者の増 

事業の内容 ①介護だけでなく医療を含めた多様なサービスが連携したマネジメン

トを行うことができるよう、介護支援専門員に対して医療的知識や

医療職との連携に関する研修を実施する。 

②介護支援専門員研修指導者を養成するため、厚生労働省等が実施す

る全国研修会への受講者派遣及び実務研修の実習指導者養成研修、

介護支援専門員資質向上研修の評価・改善のための検討会議を行う。 

アウトプット指標 ①研修修了者：300人（100人×３クール） 

②全国研修会受講者：２人 

実習指導者養成研修受講者：100人 

介護支援専門員資質向上検討会開催：２回 

アウトカムとアウトプットの

関連 

①研修の受講により、介護だけでなく医療を含めた多様なサービスと

連携したケアマネジメントを行える介護支援専門員を育成する。 

②研修の受講により、平成 28年度からの研修カリキュラム改正に即し

た研修・実習の指導者を養成する。また、検討会議において法定研修

の評価・改善のための検討を行うことにより、ＰＤＣＡサイクルを

確立する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

2,133 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

公 145 

(千円) 

基金 国（Ａ） 1,422 
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(千円) における 

公民の別 

（注１） 

都道府県 

（Ｂ） 

711 

(千円) 

民 1,277 

(千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

2,133 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

1,277 

（千円) 

その他（Ｃ）  

(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）研修代替要員の確保支援 

（小項目）各種研修に係る代替要員の確保対策事業 

事業名 【介護分 No.14】 

介護職員実務者研修等代替職員確保支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,200千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 介護サービス事業者 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 介護事業者は積極的に職員を研修に派遣する人的余裕がない状況にあ

ることから、研修受講のための支援を行う。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の離職率 

事業の内容 現任介護職員が実務者研修及び初任者研修等を受講した際の代替職員

に係る人件費の助成。 

アウトプット指標 代替職員数：２人 

アウトカムとアウトプットの

関連 

代替職員を確保し、介護職員を研修に派遣することにより、職員の資

質及びモチベーションの向上に繋げ、離職率の低下を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,200 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） 800 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

400 

(千円) 

民 800 

(千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

1,200 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）潜在有資格者の再就業促進 

（小項目）潜在介護福祉士の再就業促進事業 

事業名 【介護分 No.15】 

離職者届出制度事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

3,652千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 介護人材不足を解消するために、潜在有資格者の掘り起こしが期待さ

れており、離職した介護福祉士に対して介護職への復帰の支援を行う

ことにより参入促進を図る。 

アウトカム指標：介護サービス従事者（介護福祉士等有資格者）の増 

事業の内容 離職者届出制度を運用し、潜在的有資格者の情報把握や再就職に繋げ

るための復職支援・就職斡旋等を行う。 

アウトプット指標 離職した介護人材等の再就職支援等 登録者 延べ 600人 

アウトカムとアウトプットの

関連 

離職した介護人材の届出制度を効果的に運用し、潜在的有資格者 

の将来的な再就業に繋げる。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

3,652 

（千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） 2,435 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

1,217 

(千円) 

民 2,435 

(千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

3,652 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

2,435 

（千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業等 

事業名 【介護分 No.16】 

認知症ケア人材育成研修事業 

① かかりつけ医認知症対応力向上研修 

病院勤務医療従事者認知症対応力向上研修 

歯科医・薬剤師認知症対応力向上研修 

看護職員認知症対応力向上研修 

② 認知症対応型サービス事業開設者研修 

認知症対応型サービス事業管理者研修 

小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 

認知症介護指導者フォローアップ研修 

認知症介護基礎研修 

③ 認知症サポート医養成研修 

連携強化・フォローアップ研修 

【総事業費（計画期

間の総額）】 

15,783千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ①栃木県（栃木県医師会他に委託、一部直営） 

②栃木県（とちぎ認知症介護研修センター他に委託） 

③栃木県（国立長寿医療研究センター他に委託） 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 認知症ケアに携わる医療職及び介護職の認知症ケアに対する資質向上

を図るため、各種研修事業を実施し、認知症の早期発見・早期診断から

認知症介護ケア体制までの充実を図る。  

アウトカム指標： 

認知症の人や家族に対する対応力の向上 

事業の内容 ①かかりつけ医に対する認知症診断の知識及び技術等を習得するため

の研修、病院勤務の医療従事者、歯科医師及び薬剤師に対する認知

症ケア等に関する知識について修得するための研修並びに看護職員

に対する認知症ケア等に関する基本知識や実践的な対応力を習得す

るための研修を実施する。 

②介護保険施設・事業所等に従事する介護職員等を対象に、認知症介

護に関する基礎的な知識及び技術を習得するため認知症介護基礎研

修を実施する。また、認知症対応型サービス事業開設者、同事業管理

者、小規模多機能型サービス等計画作成者に対して、認知症介護に

関する業務上必要な知識及び技術を修得するための研修を実施す
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る。併せて、フォローアップのための研修を実施する。 

③かかりつけ医への助言その他の支援や、専門医療機関や地域包括支

援センター等との連携を担う認知症サポート医を養成する。最新の

認知症医療及び認知症ケアに関する高度な専門的知識及び技術をサ

ポート医に習得させるために、国立長寿医療研究センターの医師等

を講師に招き、集合研修を実施する。また、サポート医と認知症疾患

医療センター等との連携強化を図るため、認知症疾患医療センター

の医師等を講師とし、事例検討を中心とした研修を、医療圏域単位

で実施する。 

アウトプット指標 （研修受講予定人数等） 

① かかりつけ医認知症対応力向上研修：50人 

病院勤務医療従事者認知症対応力向上研修：400人 

歯科医・薬剤師認知症対応力向上研修：100人 

看護職員認知症対応力向上研修：50人 

②認知症対応型サービス事業開設者研修：20人 

認知症対応型サービス事業管理者研修：80人 

小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修：30人 

認知症介護指導者フォローアップ研修：１人 

認知症介護基礎研修：150人 

③認知症サポート医養成研修：35人 

 連携強化・フォローアップ研修：150人 

アウトカムとアウトプットの

関連 

研修を実施することにより、医療機関や介護施設職員の認知症に対す

る対応力の向上を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

15,783 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 146  

(千円) 

基金 国（Ａ） 10,522 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

5,261 

(千円) 

民 10,376 

(千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

15,783 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

10,376 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）資質の向上 

（中項目）地域包括ケア構築のための広域的人材養成 

（小項目）権利擁護人材育成事業（イ） 

事業名 【介護分 No.17】 

市民後見推進事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,805千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 市町 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 第三者後見の増加に伴い専門後見候補者の不足が見込まれることか

ら、専門職以外の市民を含めた後見人の養成やその活動を支援するた

めの体制整備を図るとともに、成年後見制度への理解を深める。 

アウトカム指標：市民後見人の増 

事業の内容 市町が実施する市民後見の活動を安定的に実施するための組織体制の

構築や、市民後見人養成及び活用に関する検討会の開催等に対して助

成する。 

アウトプット指標 市民講座等受講者：1,000人 

アウトカムとアウトプットの

関連 

市民講座等の受講により制度や現状に対する理解度を深め、市民後見

人養成の機運醸成を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,805 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  901 

(千円) 

基金 国（Ａ） 901 

(千円) 

都道府

県 

（Ｂ） 

451 

(千円) 

民 (千円) 

計（Ａ

＋Ｂ） 

1,352 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） 453 

(千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）長期定着支援 

（小項目）介護職員長期定着支援事業（ハ） 

事業名 【介護分 No.18】 

社会福祉施設新任職員研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

250千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ エルダー・メンター制度を充実させることにより、新人介護職員等の

早期離職防止と先輩職員のマネジメント技術の向上を図る。 

アウトカム指標： 介護サービス従事者の離職率の低下 

事業の内容 介護事業所等新任職員を対象とした先輩職員等との交流を通して職員

としての心構えの理解や仕事の悩み等の共有・解消を図る研修を実施

する。 

アウトプット指標 研修参加者 100人 

アウトカムとアウトプットの

関連 

先輩職員や同期職員との交流により、職員としての心構えを理解する

とともに、仕事の悩み等の共有・解消を図ることにより、職場定着・離

職防止を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

250 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） 167 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

83 

(千円) 

民 167 

(千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

250 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

167 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

     （イ） 

事業名 【介護分 No.19】 

雇用管理改善・労働環境整備支援事業 

①  医介連携ソフト普及事業 

②  社会福祉施設長研修事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

1,057千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 ① 栃木県（（一社）栃木県医師会に委託） 

② 栃木県（（福）栃木県社会福祉協議会に委託） 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ ① 介護職員及び介護支援専門員の事務処理の負担軽減を図るため、事

業所内外の他職種間での利用者の情報共有を図ることが必要であ

る。 

② 離職率が高い介護業界において、介護事業所等自らがキャリアパス

の構築や職場環境の改善に取り組む環境の整備が必要である。 

アウトカム指標 

① 介護サービス従事者の離職率の低下 

② 介護施設等の管理者が、組織管理や人材育成に関するマネジメント

のあり方や労働関係法規等についての理解を深め、職員が働きがい

を感じながら、安心して働き続けられる環境整備を促進する。 

事業の内容 ① 在宅医療の現場では、ＩＣＴを活用した医介連携システムで 

あるメディカルケアステーション（本県名称：どこでも連絡帳）を活

用し、医師・訪問看護師等の迅速な連携が構築されていることから、

介護職員・介護支援専門員の負担軽減のため、「どこでも連絡帳」の

普及促進に関する講習会の開催経費を助成する。 

②職員が安心して働き続けられる環境整備を促進するため、組織管理

や人材育成に係るマネジメントや労働環境のあり方などを研修テー

マとして、社会福祉施設長研修を実施する。 

アウトプット指標 ① 参加者：延べ 100人 

② 研修参加者：70人 

アウトカムとアウトプットの

関連 

① 講習会を通して、医介連携システムを普及させることにより、職員

の負担軽減及び離職率の低下を図る。 

② 管理者に対する研修の実施により、労働環境の改善を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

1,057 

(千円) 

基金充当

額 

公  (千円) 
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基金 国（Ａ） 705 

(千円) 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

都道府県 

（Ｂ） 

352 

(千円) 

民 705 

(千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

1,057 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

705 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

     （ロ） 

事業名 【介護分 No.20】 

介護ロボット導入支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

16,524千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 介護サービス事業者 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 介護職員の負担軽減や業務効率化、高齢者の自立を促進するため、介

護ロボットの介護事業所への導入が求められている。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の増、介護サービス従事者の離

職率の低下 

事業の内容 介護ロボットを導入する介護事業に対し導入経費の一部を助成する。 

アウトプット指標 介護ロボット機器：70台 

見守り機器の導入に伴う通信環境整備：５事業所 

アウトカムとアウトプットの

関連 

介護ロボットを導入することにより、介護従事者が継続して就労する

ための環境整備及び働きやすい職場環境を構築し、介護従事者の確保

及び定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

16,524 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） 11,016 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

5,508  

(千円) 

民 11,016 

(千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

16,524 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）勤務環境改善支援 

（小項目）管理者等に対する雇用管理改善方策普及・促進事業 

     （ハ） 

事業名 【介護分 No.21】 

ＩＣＴ導入支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

11,976千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 介護サービス事業者 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 介護職員の負担軽減や介護サービスの生産性向上のため、ＩＣＴ設備

の介護事業所への導入が求められている。 

アウトカム指標：介護サービス従事者の増及び離職率の低下 

事業の内容 ＩＣＴ設備を導入する介護事業所に対し導入経費の一部を助成する。 

アウトプット指標 ＩＣＴ設備の導入事業所：８事業所 

アウトカムとアウトプットの

関連 

ＩＣＴ設備を導入することにより、介護従事者が継続して就労するた

めの環境整備及び働きやすい職場環境を構築し、介護従事者の確保及

び定着を図る。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

11,976 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公  (千円) 

基金 国（Ａ） 7,984 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

3,992  

(千円) 

民 7,984 

(千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

11,976 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

(千円) その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）緊急時介護人材等支援 

（小項目）新型コロナウイルス流行下における介護サービス事業所等

のサービス提供体制確保事業 

事業名 【介護分 No.22】 

通所介護事業者等サービス継続緊急対策事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

369,300千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（一部は（一社）栃木県老人福祉施設協議会、栃木県老人保健施

設協会に委託）、介護サービス事業者 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護サービス事業所等における必要なサービスの継

続 

事業の内容 新型コロナウイルス感染者等が発生した介護サービス事業所・施設等

の職場環境の復旧・改善を支援する。また、都道府県において、緊急時

に備えた応援体制を構築する。 

アウトプット指標 補助事業所 延べ 92事業所、施設等 

アウトカムとアウトプットの

関連 

新型コロナウイルス感染者等が発生した介護サービス事業所・施設等

に対してかかり増し経費を助成すること等により、利用者や家族の生

活に欠かせない介護サービスの継続を支援する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

369,300 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 246,200 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

 123,100 

(千円) 

民 246,200 

 (千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

369,300 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

6,000 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  
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(2) 事業の実施状況 

別紙「事後評価」のとおり。 

 

事業の区分 ５．介護従事者の確保に関する事業 

（大項目）労働環境・処遇の改善 

（中項目）緊急時介護人材等支援 

（小項目）新型コロナウイルス流行下における介護サービス事業所等

のサービス提供体制確保事業 

事業名 【介護分 No.23】 

介護施設等感染防止対策継続支援事業 

【総事業費 

（計画期間の総額）】 

58,069千円 

事業の対象となる医療介護総

合確保区域 

全区域 

事業の実施主体 栃木県（一部は栃木県国民健康保険団体連合会、人材派遣事業者に委

託）、介護サービス事業者 

事業の期間 令和３(2021)年度 

背景にある医療・介護ニーズ 高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。 

アウトカム指標：介護事業所・施設における必要なサービスの継続 

事業の内容 介護事業所・施設が、新型コロナウイルス感染防止対策に係る衛生用

品等を購入するための経費に対し助成する。 

アウトプット指標 補助事業所 3,073事業所、施設等 

アウトカムとアウトプットの

関連 

新型コロナウイルス感染防止対策に係る衛生用品等購入経費に対して

助成することにより、利用者や家族の生活に欠かせない介護サービス

の継続を支援する。 

事業に要する費用の額 金

額 

総事業費 

（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 

58,069 

(千円) 

基金充当

額 

（国費） 

における 

公民の別 

（注１） 

公 (千円) 

基金 国（Ａ） 38,713 

(千円) 

都道府県 

（Ｂ） 

 19,356 

(千円) 

民 38,713 

 (千円) 

計（Ａ＋

Ｂ） 

58,069 

(千円) 

うち受託事業等

（再掲）（注２） 

10,079 

(千円) 

その他（Ｃ） (千円) 

備考（注３）  


